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これで良いのか？『春闘』報道    ～中小企業への注目を～ 

 自民党・安倍政権が５年目の“春闘”を迎えています。毎年のように、経団連など財界に異例の賃上げ要請を行

い、昨年からは“賃上げ促進税制”として、国が私企業の賃金を補填するという政策まで動員しています。政権が

最大課題に掲げている“デフレ脱却”が進んでいないことへの焦りと、手詰まり感の現れと言えるかも知れません。

事実、実質賃金は先進国の中で唯一５年連続で減少、トータル５％のマイナス（厚生労働省）となり、一方で社会

保険費などは増加しており消費支出が伸びないのは当然の事でしょう。そもそも３割の雇用しかしていない一部大

企業と、１７％程度の組織率しかない労働組合の交渉の様子を、賃金問題の主役であるかの様に連日報道するメデ

ィアも、ピントが外れているのではないかと、中小企業の現場からは見えてしまいます。これは勤労者の７割を雇

用している中小企業への無理解と、無関心の結果だと言わざるを得ません。国際比較をすると、企業規模による賃

金格差が大きいことがわかります。 

 

賃金指数：１０００人以上の大企業＝１００（日２０１０年、米２００７年、他２００６年 

社員規模 ５～２９ ３０～９９ １００～４９９   ５００～９９９ １０００～ 

日本 51.2 61.9 75.6   86.1 100 

社員規模 1～９ １０～４９ ５０～２４９ ２５０～４９９ ５００～９９９ １０００～ 

アメリカ 56.6 70.4 76.2 80 84.7 100 

イギリス 84.3 93 102 104.8 109 100 

ドイツ 64.2 68.8 75.9 82.8 91.1 100 

フランス   85.2 89.4 96.8 98.4 100 

スウェーデン   100.6 102.8 106.7 104.7 100 

  

各国ごとに、社員１０００人以上の企業の賃金を１００としています。日本では、企業規模が小さくなるほど賃

金がはっきりと下がります。そして、社員５～２９人の企業では、１０００人以上の企業の約５０％の賃金となっ

てしまいます。平均的に、企業規模が大きいほど賃金が高いという関係は、じつは世界のどの国でも通用する法則

ではありません。実際に、アメリカとドイツでは通用していますが、社員１０～４９人の企業でも、１０００人以

上の企業の賃金の約７０％に当たる賃金となっており、１～９人の企業でも、アメリカで５６．６％、ドイツで６

４．２％の賃金となっています。日本については１～９人の企業のデータがありませんが、他のデータから推測す

ると、５０％を割り込んでいると思われます。フランスでは、企業規模による賃金格差は観察できるものの、相対

的に小さな格差です。イギリスとスウェーデンでは、社員１０００人以上の大企業より小中規模の企業のほうが、

平均的に高い賃金を支払っています。企業規模による賃金格差そのものが存在していない感じです。もちろん中小

企業は多様性の宝庫であり、大企業をしのぐ収益と高賃金を実現している会社も少なくありません。営業利益率が、

１０㌫以上の企業は大企業が８．８㌫、中小企業は１３．４㌫というデータもあります。（「中小企業は進化する」・

中沢孝夫）しかし、中小企業の６６．４％は赤字経営を余儀なくされており（２０１６国税庁）、労働分配率も大企

業の４３．５％（２０１７年４～６月・法人企業統計・資本金１０億以上）に対しておよそ７０％（同じ・１０億
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未満。）と賃上げしたくとも、難しい現実があります。その結果、社員５００人超の大企業の賃金を１００とした場

合、３０人以下の企業では５０％程度となっています。大企業しか見ない政府の姿勢では、この問題は永久に改善

されず、日本の GDP が伸びない中では大多数の国民の貧困化が加速していくのではないでしょうか？では、どの

ようにして中小企業の賃金を向上させていくのか？もちろん私企業ですから個々の経営努力が一番重要ですが、そ

れに加えて 

１）何円（何％）アップという相対議論ではなく、「健康で文化的な生活」を実現するための標準賃金目標の設定（負

担能力がないと判断される中小企業への有効な支援が不可欠）が重要です。賃金の生計費としての側面を正確に見

るのでなければ、国内消費の向上につながらないからです。 

２）自治体による圏域中小企業の悉皆実態調査も中小企業での賃金の向上＝企業規模による格差の是正には欠かせ

ません。中小企業の賃金向上への支援政策を立案・実施するにしても、多様な性格を持つ中小企業の実態を正確に

把握していなければ、それは不可能なことです。さらに行政が真剣に圏域中小企業の信頼を得る姿勢を示さない限

り、政策の適切で有効な実施も望めません。 

３）中小企業、行政、金融、市民、研究者が形式的表面的ではなく本質的に語り合い、政策提言を行う場の確保な

どが必須ではないかと考えます。思い起こせば、戦後、日本の労働運動が高揚する中で「総労働対総資本」という

一元的図式の中で、多くの中小企業が存続の危機に立たされました。大企業とは生態系が異なり、地域や国民の大

多数の生活基盤である中小企業への関心と論議が求められます。 

（宮川卓也） 

※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※

2つの署名集めの意義とご協力のお願い 

先月発行のNews Letter35 でお願いした「核兵器廃

絶国際署名」と、「安倍 9 条改悪 NO! 憲法を生かす全

国統一署名」はいま全国で進められており、滋賀支部

でもその用紙を皆さまに届けているところですが、そ

れぞれの署名の意義について触れます。 

核兵器禁止条約は、圧倒的多数の 125 の国が核兵器

禁止条約に賛成する中で、唯一の戦争被爆国の日本政

府が、核の傘にしがみついて反対しました。しかも日

本政府はこの条約の日本語訳も行っていないことが、

最近になって明らかになりました。このような状況を

なくし、政府が核兵器禁止条約を批准するよう国民の

声を高めていくことが必要です。 

また憲法9条改悪を許さない全国統一署名は、3,000

万人を目標にしています。目標数の根拠は、各種のア

ンケート結果で国民の過半数が9条を支持しているに

かかわらず、安倍首相や多くの閣僚などを含むいわゆ

る日本会議のメンバーが中心に、9 条を敵視し改憲を

推進すべく 2,000万の署名運動を展開していると伝え

られています。しかしその数を上回る 3,000万の署名

を集めることで、それを跳ね返すというねらいがあり

ます。 

上記の趣旨をご理解いただき、皆さんの周りの方々

にお願いして 1 人でも多くの署名を集め、大学分会の

会員は分会世話人の支部幹事まで、個人会員分会会員

の方お手数ですが、下記にお送りいただくようお願い

します。 

（送付先）〒520-2433野洲市八夫 1439 小島 彬 

※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※＊※ 

個人会員分会企画のお知らせ 

○「野生ミツバチから環境保全を考えるひと時（飼育

箱のニホンミツバチを観ながら）」 

4 月 6 日（金）午後 1 時～、高島市マキノ尼川会員

宅、養蜂観察と尼川会員によるレクチャー、その後

マキノ散策、参加人数：最大 10 名（個人会員分会

会員優先、先着申し込み順、詳細の問合せと申込先：

小島（077-589-3724、kojima@ybb.ne.jp）） 

○「湖国の食文化を愉しむ―鮒ずしの話と試食」 

 4 月 21日（土）13 時 30 分～15 時 30 分、JA 野洲

（野洲駅南口徒歩 3分） 

 講師：小島朝子・滋賀の食事文化研究会会長（滋賀

短大名誉教授、農学博士）、大学分会会員や一般の方

もOK。（詳細の問合せと申込先：小島（077-589-3724、

kojima@ybb.ne.jp）） 
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